予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：建築指導費
	事業名　大規模盛土造成地調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　都市建築部　建築指導課　建築物地震対策推進係　電話番号：058-272-1111（内 3791）

　　　　　　　E-mail： c11655@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    26,721千円（前年度予算額：20,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	20,000
	6,666
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,334

	要求額
	26,721
	8,907
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,814

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・東日本大震災では、大規模な盛土造成地において多数の滑動崩落被害が発生し、宅地や建物に大きな被害が生じ、甚大な経済的被害を生じた。

・発生が予想される南海トラフ地震においても、同様の被害が生じることが危惧されており、事前に盛土造成地における滑動崩落の対策を実施することが必要なため、対象となる大規模盛土造成地の位置の把握をする調査に要する経費を要求するもの。
（２）事業内容

・調査未実施の市町村のうち、中濃・東濃圏域の１６市町村の区域において、「大規模盛土造成地の変動予測調査ガイドライン」（国土交通省）に基づき、新旧地形図や空中写真等を基に、盛土造成地の位置を把握し、大規模盛土造成地マップを作成する。
（３）県負担・補助率の考え方

・宅地造成等規制法においては、地震時のがけ崩れ等による災害が想定される造成宅地の区域を「造成宅地防災区域」として指定し、災害防災措置を勧告・命令することができる旨が定められており、当該区域の指定権者は知事、政令市・中核市・特例市の長とされている。また指定には大規模盛土造成地の有無等の調査が必要なため、岐阜市を除く区域については県で調査を実施。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	141
	業務旅費

	委託料
	26,565
	大規模盛土造成地調査委託料

	その他
	15
	通信運搬費、消耗品費

	合計
	26,721
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
「岐阜県耐震改修促進計画」

地震に伴う宅地被害の軽減対策
「国土強靭化アクションプラン2015」
大規模盛土造成地マップの公表率を平成28年度に50％とする目標

（２）国・他県の状況

・国土強靭化アクションプラン２０１５において、大規模盛土造成地
マップの公表率を平成28年度に５０％とする目標が定められている。

・大規模盛土造成地マップの公表率（平成２７年１０月１日現在）

　　　　　全国：３４．９％　　岐阜県：１９．０％

（３）事業主体及びその妥当性
事業主体：県

　　　　　・「造成宅地防災区域」の指定権者は知事（岐阜市を除く。）であり、基礎調査である大規模盛土造成地の調査は県で実施。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成27年度から平成29年度の3ケ年度で県内（岐阜市を除く。）の大規模盛土造成地の位置を把握しマップ化する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	国が各種計画で示している平成２８年のマップ公表率５０％の目標については、県耐震改修促進計画の改訂にあわせて検討中


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

１３市町（大垣市、美濃加茂市、各務原市、山県市、本巣市、海津市、養老町、垂井町、関ヶ原町、揖斐川町、大野町、池田町、坂祝町）の区域において調査を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　大規模盛土造成地の存在しない市町とあわせ２１市町の区域においてマップ作成が完了。
　今後はマップ公表に向け地元市町と協議を実施。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　過去の地震では、大規模な盛土造成地における滑動崩落により、宅地や建物に大きな被害が生じ、甚大な経済的被害を生じた。

　宅地造成等規制法においては、地震時の滑動崩落等による災害が想定される造成宅地の区域を「造成宅地防災区域」として指定し、災害防災措置を勧告・命令することができる旨が定められており、指定権者である県として、その基礎調査を実施する必要性がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　現在、県内すべての区域についての調査は終了しておらず、マップ公表についても、地元市町村との協議が未了である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　市町村の協力を得ながら、専門業者へ委託発注することにより効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　本調査は一定の基準に基づき抽出されたものであり、宅地の危険性の判断は更なる詳細調査が必要であるが、公表にあたっては、その点について丁寧な説明が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　県内全域の大規模盛土造成地マップを作成するためにも引き続き事業を実施する必要がある。


